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我が国は近い将来に巨大地震が発生する可能性が高く，人命や社会資本等に対する直接被害に加え，被

災後の経済活動停滞により甚大な間接被害が生じる懸念もある．間接被害を最小限に抑えるためには復興

の早期化が求められるが，その具体的方法と効果の研究は十分でない．本研究では，高速道路網拡充が，

震災後の社会活動の復興速度に与える影響の検証を行った．東日本大震災後の道路通行実績データを用い

て，震災により破断した一般道路リンクの回復に，当該道路リンクから高速道路 IC へのアクセス性が与

える効果についてロジスティック回帰分析を行った結果，回復を促す統計的に有意な傾向があることが示

された．したがって，震災後の道路交通の早期復興に対し，高速道路網の強靱化は有効であるという示唆

が得られた． 
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1. 背景と目的 

 

(1) 背景 

日本は世界有数の自然災害大国であり，甚大な被害を

伴う災害も近年多発している．今後も大災害が発生する

可能性は高く，我が国は常に地震等の自然災害の脅威に

さらされているといえる．実際に，地震調査研究推進本

部地震調査委員会によると，2020 年 1 月 24 日時点で，

南海トラフ地震が 30年以内に発生する確率は 70~80%，

首都直下地震が 30 年以内に発生する確率は 70%程度だ

と推計できるという 1)．災害の発生自体を避けることは

できない中，被害を最小限に食い止めることが必要であ

るといえる． 

防災研究及び行政において，災害の被害は，直接被害

と間接被害の 2 種類に区別されている 2)．直接被害とは，

建物やインフラ施設が災害によって物理的に被る被害で

ある 2)．間接被害とは，その直接被害によって惹起され

る間接的な被害であり，経済的なものでは GDP（所得

や生産）の縮小，非経済的なものでは景観や被災地のイ

メージの毀損が挙げられる 2)．なお，ストックの次元で

捉えられる直接被害とは違い，間接被害はフローの次元

の形をとり 3)，時間とともに蓄積されていくため 4)，期

間を区切り推計される． 

これらの中でも，経済的な間接被害は，サプライチェ

ーンが発達し，地域の社会経済が集積している場合に大

きくなる傾向があり，経済や人々の日常生活に影響を与

える．外注化や，東京一極集中などの経済集積化に代表

される現在の日本社会の動向は，間接被害の増加を促進

させると推測できる． 

 

(2) 国土強靱化の取組み 

地震による被害を最小限に抑えるため，日本政府は平

成 25 年に「強くしなやかな国民生活の実現を図るため

の防災・減災に資する国土強靭化基本法」を成立させた
5)．国土強靱化とは，大規模な自然災害が発生した際に，

人命を守り，経済社会への被害が致命的にならず，迅速

に回復する「強さとしなやかさ」を備えた国土，経済社

会システムを平時から構築していくことを指す 5)．また，

「人命の保護が最大限図られること」「国家及び社会の

重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること」

「国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化」「迅速

な復旧復興」の 4 つを目標としている 5)．その具体的対
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策には，よく語られているような建物の耐震化といった

ハード対策から，リスクコミュニケーションなどのソフ

ト対策のものまで幅広い内容が含まれている． 

これらが行われることで，間接被害の減少につながり，

税収の低迷も緩和される．さらに，国土を「強く」する，

つまり建物の耐震化などの直接被害を最小化するための

事前対策だけでなく，「しなやかさ」の要素，つまり被

害を受けた後に，より迅速に復旧・復興できるように体

制を整え，間接被害を最小限に押さえ込むことも重要な

災害対策である．これは国土強靱化の 4つ目の目標に該

当し，復興の迅速さは重要な指標であるが，国土強靱化

のうち国土の「しなやかさ」を高めるための研究は，

「強さ」を高めるための研究に比べると少なく，復興の

速度を速めるための定量的知見は乏しいのが現状である．

定量的知見とは端的にいうと，どのような施策をどれだ

け行うと復興速度がどの程度向上するのかについての数

値的把握である．そうした検討は，今後，国土強靱化の

「しなやかさ」向上に関する取組を適切に計画する上で

必要である． 

 

(3) 本研究の目的 

復興速度を速める方法として，中央官庁の業務継続計

画（BCP）の継続的な評価・見直し，サプライチェーン

確保のための企業ごと及び企業連携型 BCP の策定，自

衛隊や消防等の災害対応体制強化，長期電源途絶等に対

する情報通信システム対策などが，国土強靱化アクショ

ンプランにおいて挙げられている 6)．ただし，これら以

外にも，道路網の強靱化対策，すなわち，高速道路網の

拡充や，既存道路の耐震補強や沿線電柱の地中化等が，

復興速度を高める効果を持つことが期待できる．なぜな

ら，そうした道路網の強靱化対策を講ずることで，災害

後の道路サービスが持続可能であれば，災害直後の救護，

復旧の迅速化が期待できるのみならず，サプライチェー

ンが強靱化される事を通した復興の迅速化も期待できる

からである． 

なお，道路網の強靱化において，高速道路網の充実が

重要となると考えられる理由としては，以下の 3つの理

由が考えられる． 

第一に，高速道路は，自動車専用の道路として高速・

大容量・長距離の運送を可能とし 7)，人流や物流に必要

不可欠な存在となっている．災害発生時においても，復

興関係の車両が高速道路を利用できることで，輸送時間

を短縮させることができるため，早期復興につながると

推測できる．高速道路が少ない場合は，時間のロスが激

しく，精神的・時間的分断も起こる 8)．その結果，復興

にも遅れが生じ，生産が回復せずに経済的損失も増加す

ると考えられる． 

第二に，そもそも交通ネットワークの毀損が甚大な経

済被害をもたらすという報告が多数ある．例えば，

Gordon et al.9)は，1994 年のノースリッジ地震において，

SCPM という計量経済モデルを用いて導出した，交通機

能の低下による事業の中止がもたらす経済被害は，65

億ドル以上にもなると明らかにしている．また，仲条ら
10)も，新聞等の公表資料を分析し，東日本大震災におけ

る，サプライチェーン崩壊による製造業の生産停止の被

害の裾野の広さや，復旧までの日数の長さについて述べ

ている．これらはすなわち，交通ネットワークが充実し

ていれば，事業中止による経済被害が少なくすみ，復興

速度も速くなるのではないかということを示唆している． 

第三に，阪神淡路大震災で高速道路が大規模に倒壊し

た事例があるため楽観は許されないが，高速道路は地震

などの災害に対して一般道に比べれば遥かに頑健である

と言え，また交通の要でもあるため復旧も優先的に早く

行われる傾向にある．丸山ら 11)は，2002年時点の地震時

通行規制の基準程度の地震動では，高速道路に被害は発

生しないとしている．また，安部ら 12)によると，東日本

大震災後でも，高速道路の大きな被害は少なかったとい

う．まず，簡易舗装補修材や土のうを用いての仮復旧に

より，地震発生翌日の早朝までに主要路線を緊急車両が

通行できるようになった12)．地震発生から13日後には，

被害を受けた延べ約 870km 区間の高速道路のうち，約

93％の応急復旧が完了し，東北自動車道は全線一般開放

された 12)13)．さらに，同じく東日本大震災において，道

路種別での半年後以降の通行不能区間率は，直轄国道，

都道府県管理道路，市町村管理道路と比べて高速道路に

おいてはかなり小さな値となっている 14)．つまり，高速

道路に関しては，地震発生後一時的に検査・啓開のため

通行止めになったとしても比較的早く利用可能になると

いえる． 

以上より，高速道路網の充実は，災害からの速やかな

復興に有効であり，被害を大幅縮小させることができる

のではないかと考えられ，非高速道路の強靱化対策に加

えて特に重要である可能性が考えられる．本研究ではそ

のような，高速道路網拡充による効果を検証することを

目的としている．そしてこの分析を通して，早期復興に

対する高速道路の有効性に関する知見を官民に対して寄

与することや，国土強靱化の具体的対策の立案に貢献す

ることができると考える． 

 

 

2. 既往研究と本研究の位置づけ 

 

(1) 道路関連の強靱化効果に関する研究 

村井 15)は，東日本大震災において，高速道路の存在や

道路関連の強靱化によって，道路網の復旧が鉄道網の復

旧に比べて速く進み，復興に活用されたということを指
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摘している．しかし定性的な描写に留まるものであり，

具体的なデータ等は示されていない． 

土屋ら 16)は，東海地震を想定し，空間的応用一般均衡

モデルを用いて，交通機能の損傷で発生する経済被害及

び今後進展する可能性のある交通ネットワーク・交通条

件の下でのシナリオを想定した場合の被害を試算した結

果，交通ネットワークの整備による被害軽減効果が大き

いものであることを明らかにした．しかし，この分析は，

具体的な災害データに基づき推計されたものではなく，

仮想的なシミュレーションである． 

土木学会 2)は，南海トラフ地震及び首都直下地震を想

定し，災害が生じなかった場合に想定される GDP から，

生じた場合に想定される GDPを差し引いた値を 20年分

累計し，それを経済被害とした．その上で，将来の震災

経済被害及び強靱化対策（高規格幹線道路網の整備，橋

梁の耐震補強，電柱の地中化）効果を推計した．しかし

これらは既存の道路ネットワークを前提とした耐震化等

の強靱化対策効果を見たもので，道路ネットワーク自体

の充実による復興加速効果は分析されていない． 

中尾ら 14)は，震災発生時における道路リンクの破断確

率を，地震の規模や道路種，耐震化推進状況で表現する

被害関数を構築した．その結果，時間とともに道路破断

率が低下すること，橋梁耐震化や電柱化といった対策に

より破断率が低下することを明らかにした．しかし，破

断率に対するレジリエンス投資の効果は分析されている

が，時系列的な復興速度に対する効果の分析は行われて

いない． 

上記のように，道路及び道路強靱化に対する被害軽減

効果の分析に関してはいくつかの既往研究が存在するも

のの，現実のデータを用いた，道路ネットワーク自体の

充実がもたらす時系列的な復興加速効果の分析は行われ

ていないのが現在の状況である． 

 

(2) 復興速度の表現方法に言及した研究 

杉安ら 17)は，復興率の定義を「復興事業計画で定めた

復興予定量に対する実際の復興量の比率」とし，6 分類

14 項目の社会基盤指標のスマトラ島沖地震における復

興曲線を作成した．しかし，この研究ではあらかじめ決

定済みの復興見積もりと現実の復興状況との比較を中心

としているため，他地域同士での「復興速度」という形

による比較は困難であるといえる． 

高島ら 18)は，阪神・淡路大震災の復興率を「災害が発

生しなかった場合に達成したであろう電力消費量推定値

に対する電力消費量実績値の比率」として表現し，地域

ごとに推定した．各区域の復興率の中央値を確かめ地域

間で比較した結果，復興プロセスに区域間の相互関係や

空間的な要素が関わっていることを明らかにした．しか

し，復興加速要因の検証は行われていない． 

その他にも，柄谷ら 19)20)は，社会統計を阪神・淡路大

震災後の生活再建指標として利用した上で，全 120統計

項目の社会統計の生活再建指標を導出・比較し，クラス

ター分析を行うことで，大まかな復興パターンを把握し

た．同様に，各地方自治体の財政構造の変化を復興状況

の指標として利用し，クラスター分析によって復興パタ

ーンの把握をしている． 

このように，復興速度の指標として用いられているも

のは社会基盤の数や電力などさまざまである．しかし，

これらの研究においては，設定した復興目標との比較や，

社会統計項目間での比較及び分類，その項目自体の時系

列で捉えた復興過程・復興状況の把握等を目的としてい

ることが多く，地域間での定量的な復興速度の比較は行

っていない． 

 

(3) 本研究の位置づけ 

 このように，高速道路網の復興加速効果はこれまでの

ところ実データによる分析が行われていない．また，地

域間における復興速度の定量的比較を行った研究も見ら

れないのが現状である．こうした認識の下，本研究では，

既往研究で行われていない，「高速道路網の充実が，震

災後の社会活動の復興を加速する効果」の分析を，実デ

ータに基づき行う．なお，本文で述べる「充実」は，道

路網の拡充だけでなくアクセス性，利便性も含むものと

する． 

分析として，説明変数は高速道路網の充実を表現する

指標とする．従属変数は社会活動の復興速度とし，具体

的には一般道路通行実績の回復という指標が考えられ，

地域間比較を行うことにより，高速道路網充実の効果を

検証することが可能である． 

この指標化に関しては，中尾ら 14)の研究を参考とした．

なお，一般道路とは，高速道路以外の道路を指す．この

指標の長所として，道路リンク 1本 1本の詳細なデータ

が入手可能であるために多種多様なデータを変数として

組み込むことが容易であることや，データ数（リンク数）

が多数存在することが挙げられる．以上の形式によって，

本研究においては，定量的に時系列で地域ごとの復興速

度を評価することが可能となり，高速道路における間接

被害軽減の基礎的データを作成することができるといえ

る． 

 

 

3. 研究手法 

 

本手法では，一般道路通行実績の回復から破断一般道

路の復興速度を把握する．説明変数を高速道路網の充実，

従属変数を一般道路の通行実績（修復具合）とし，回帰

分析を実行する． 
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(1) 分析対象データの整理 

 東北地方（青森県，岩手県，宮城県，秋田県，山形県，

福島県）において，気象庁の推計震度分布 21)で東日本大

震災時の震度が 5弱以上とされている地域（図-1参照）

を対象地域とする．対象地域内の道路リンク全 101,019

本を分析に活用した．変数は，各一般道路リンクの多様

な要素を組み込むため，表-1の通りに整理した．なお，

「IC からの距離」以外のデータ項目に関しては，中尾

ら 14)が分析の際に用いたデータを利用し，自身で整理し

た．また，「高速道路網の充実」を表現する説明変数に

は，「IC からの距離」を使用する．同様に，「一般道

路通行実績」を表現する従属変数には，「破断有無」を

使用する．以下，各分類の説明及びデータ収集法を分類

ごとに述べる． 

a) リンクの特徴 

「リンク長」は，当該リンクの延長をm単位で表した

ものである．また，「隣接リンク数」は，当該リンクに

隣接するリンクの数を指す．これら 2項目のデータは，

一般財団法人日本デジタル道路地図協会による，2011年

時点のデジタル道路地図を基に作成されている． 

b) 被災状況 

「震度 6 以上」は，道路リンクにおける震度が震度 6

弱以上であるか否かを示すダミー変数である．震度 6弱

以上であれば「1」，震度 5強以下であれば「0」と表さ

れる．このデータは図-1の推計震度分布図 21)を基に作成

されている． 

「破断有無」は，道路リンクが破断されているか否か

を示すダミー変数である．道路リンクが破断していれば

「1」，破断していなければ「0」とする．震災直後，半

年後，1 年半後の 3 時点で確認する．破断の有無は，国

土技術政策総合研究所 22)よりご提供いただいた民間プロ

ーブデータを利用して確認されている．各道路リンクに

対し，「震災発生直後」「半年後」「1 年半後」の 3 時

点で，プローブデータが存在している場合は車両通行が

あり，道路が破断していないとし，プローブデータが存

在しない場合は車両通行がなく，道路が破断していると

判断した．プローブデータの各 3時点における集計期間

は，表-2の通りである． 

また，震災発生前から震災発生 1年半後までの全 4回

の集計期間で，車両通行実績が一度も存在しなかった道

路リンクは分析の対象外とする．さらに，震災発生前の

車両通行実績の存在はなかったものの，発生後に車両通

行実績が一度でも存在した道路リンクは，震災発生前も

車両通行実績が存在していたものとして扱い，分析対象

に含むものとする．その結果，対象とする道路リンクは

84,230 本となった．なお，本分析ではこの「破断有無」

を従属変数として用いる． 

「浸水域」は，道路リンクが震災による津波の影響で

浸水した地域内に含まれているか否かを示すダミー変数

である．判定方法としては，まず，浸水域を，国土地理

院によって作成された東日本大震災における10万分の1

浸水範囲概況図 23)から取得した．そして，その概況図に

基づき，道路リンクの浸水有無が目視により確認・判定

された． 

c) 土地利用種別及び都市地域種別 

「土地利用種別」は，当該リンクが所属する 100m メ

 

図-1 推計震度分布図 

 

表-1 道路データの項目 

 

分類 データ項目名称（単位）

リンク特徴 リンク長（m），隣接リンク数（本）

被災状況 震度6以上，破断有無，浸水域（全てダミー変数）

土地利用種別
田，その他の農用地，森林，荒地，建物用地，道路，
鉄道，その他の用地，河川及び湖沼，海浜，海水域，
ゴルフ場（全てダミー変数）

都市地域種別
都市地域，市街化区域，市街化調整区域，その他用途
地域（全てダミー変数）

高速道路とIC ICからの距離（×10km）
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ッシュにおける土地利用区分（田，その他の農用地，森

林，荒地，建物用地，道路，鉄道，その他の用地，河川

及び湖沼，海浜，海水域，ゴルフ場）を表すダミー変数

である．「都市地域種別」は，土地利用基本計画に基づ

いた都市地域とその細区分（市街化区域，市街化調整区

域，その他用途地域）を表すダミー変数である．これら

の 2分類のデータは，「国土数値情報」という，国土に

関する情報をGISデータとして国土交通省がとりまとめ

たデータベースから入手されている． 

d) 高速道路と IC 

「IC からの距離」は，当該リンクから最寄りの IC ま

での直線距離を，×10km で表したものである．これは，

国土数値情報により入手した IC の位置を示す GIS デー

タと，デジタル道路地図により入手した道路リンクの位

置を示すGISデータを取得し，作成した．ただし，中尾

ら 14)の研究で扱っていた道路リンクデータには，本研究

で新たに入手した道路リンクデータに含まれていないデ

ータが一部存在したため，分析対象は 83,605本分のデー

タのみとなる．値が小さいほど高速道路網が充実してい

るとする． 

 

(2) データ分析手法 

本分析では，「一般道路の通行実績回復」を道路復興

速度の指標とするため，破断有無を従属変数として活用

する．一般道路リンクのみを対象とするために，まず全

道路リンクのうち，高速道路リンクの分を除く．次に，

通行実績の回復としては，全ての一般道路リンクのうち，

震災発生直後の「破断有無」のデータが「1」である，

つまり破断していた（通行実績が存在しなかった）とい

える道路リンクを対象とする．そして，その道路リンク

が半年後あるいは 1年半後に破断しているか否かを従属

変数とする．この場合，当該リンクの，半年後あるいは

1 年半後の「破断有無」のデータが「1」であれば，道

路リンクの通行実績がなく破断しており，「0」であれ

ば，道路リンクの通行実績があり修復されているとみな

すことができる． 

従属変数が通行実績の有無（の変化）という二値デー

タであることから，分析手法にはロジスティック回帰分

析を採用する．「IC からの距離」が小さい値の時，半

年後あるいは 1年半後の破断有無が 0であれば，高速道

路網の充実が復興速度に正の影響を与えるといえる．よ

って，「IC からの距離」に関して，分析による結果が

正で有意であれば，震災発生直後に破断していた一般道

路リンクが，半年後あるいは 1年半後に修復される傾向

にあるといえるため，復興速度が速くなっていると判断

することができる．反対に，結果が負で有意であれば，

震災発生直後に破断していた一般道路リンクが，半年後

あるいは 1年半後も破断したままである傾向にあるとい

えるため，復興速度が遅くなっていると判断することが

できる． 

さらに，表-1に記載した破断有無以外の項目を説明変

数として利用する．前述したとおり，「IC からの距離」

は，「高速道路網の充実」を表現する要素として用いる

ものとする．他の項目は，ステップワイズ法を用いて，

実際に投入するか否かを決める． 

整理すると，本分析の対象道路は直後破断した一般道

路であり，主要な説明変数は「IC からの距離」である．

他の説明変数全 20 項目はステップワイズ法で最終的に

投入するか否かを決定する．従属変数は「破断有無（半

年後，1 年半後）」の 2 通りである．したがって，計 2

通りの分析を行うこととなる． 

以下，道路リンクデータの本数を表-3の通りにまとめ

る．対象地域に存在する道路リンク全 101,019 本のうち

対象となる道路リンクは，直後破断した一般道路であり，

表-2 プローブデータ集計期間 

 

集計期間

2010年9月1日0時～2010年10月1日21時（1ヶ月間）

震災発生後 直後 2011年3月11日15時～2011年3月12日15時（24時間）

半年後 2011年9月9日0時～2011年9月15日24時（1週間）

1年半後 2012年9月7日0時～2012年9月13日24時（1週間）

時系列区分

震災発生前

表-3 道路リンク数まとめ 

 

直後破断あり 直後破断なし

42,997 37,889 2,719 83,605

※全道路リンク数…101,019

※単位は全て(本)

計
一般道路リンク数

高速道路リンク数
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かつ車両通行実績が集計期間中に一度でもあり，IC か

らの距離のデータを得られるという条件を満たしている

42,997 本である．また，3 時点における破断率について

も，表-4及び図-2にまとめた．これらより，時間経過に

よって，破断率が減少していることが確認できる． 

しかし，表-4及び図-2の通り，1年半後の一般道路リ

ンク破断率は，6.6%又は 6.5%と非常に小さい値である．

したがって，高速道路網が充実していない地域も含めた

地域全体で，一般道路がほぼ修復されていると考えられ，

効果の分析に適していない可能性がある．そこで，1 年

半が経過しても十分に一般道路リンクの修復が完了して

いない箇所のみを対象とした分析も行うこととした． 

具体的には，各一般道路リンクの道路種別のデータ

を用いて，1 年半後においても一般道路リンク破断率が

高い道路種別で同分析を行う．一般道路の道路種別は，

「直轄国道」「都道府県管理道路」「市町村管理道路」

の 3種類に分けることができる．道路種別で分けた，一

般道路リンク 1年半後破断率は表-5及び図-3のようにな

った． 

上記図表より，1 年半後破断率が最も高い道路種別は

「市町村管理道路」であり，以下，「都道府県管理道路」

「直轄国道」の順となっている．そこで，これらの比較

を行うために，各道路種別における 1年半後の破断有無

を検証する分析も 3通り分実行した． 

 

 

4. 研究結果と考察 

 

(1) 全道路分析結果考察 

本分析においては，正で有意の結果が表れれば，IC

から当該リンクまでの距離が短いほど，一般道路リンク

が修復されやすいことを示す．逆に，負で有意の結果が

表れれば，距離が短いほど一般道路リンクが修復されに

くいことを示す．つまり，正で有意の結果となった場合

は，高速道路網の充実が復興速度を速める傾向にあると

いえる． 

表-4 一般道路リンク破断数と破断率 

 

破断数(本) 破断率(%)

直後 42,997 53.2

半年後 16,427 20.3

１年半後 5,284 6.5

全道路数 80,886

53.2 

20.3 

6.5 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

直後 半年後 1年半後

破
断
率

(%
)

 

図-2 一般道路リンク破断率 

表-5 道路種別一般道路リンク1年半後破断数と破断率 

 

全道路数(本) 破断数(本) 破断率(%)

直轄国道 13,692 234 1.7

都道府県管理道路 23,156 1,353 5.8

市町村管理道路 44,038 3,697 8.4

全一般道路 80,886 5,284 6.5

1.7 

5.8 

8.4 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

直轄国道 都道府県管理道路 市町村管理道路

1
年
半
後
破
断
率

(%
)

 

図-3 道路種別一般道路リンク 1年半後破断率 

表-6 ICからの距離と半年後一般道路破断有無 

 

従属変数：一般道路の半年後破断有無

非標準化偏回帰係数 標準誤差 ｚ値

定数項 -0.24 0.06 -4.00 0.00 ***

ICからの距離 0.15 0.02 9.77 0.00 ***

隣接リンク数 -0.24 0.01 -27.34 0.00 ***

震度6以上 0.18 0.02 7.81 0.00 ***

浸水域 0.24 0.03 -4.46 0.00 ***

田 0.11 0.03 7.60 0.00 ***

その他の農用地 0.24 0.03 4.01 0.00 ***

森林 -0.06 0.02 8.43 0.00 ***

荒地 -0.13 0.04 -2.43 0.02 *

建物用地 -0.26 0.03 -2.94 0.00 **

道路 -0.27 0.05 -7.65 0.00 ***

鉄道 -0.14 0.02 -5.95 0.00 ***

その他の用地 -0.09 0.02 -5.45 0.00 ***

河川及び湖沼 0.41 0.05 -4.13 0.00 ***

海水域 -0.21 0.03 8.04 0.00 ***

市街化調整区域 -0.15 0.04 -6.10 0.00 ***

その他用途地域 -0.19 0.04 -4.10 0.00 ***

N=42997 .: p < .1; *: p < .05; **: p < .01; ***: p < .001

Cox-snellR
2値=0.05，Nagelkerke R

2値=0.07

ｐ値
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対象時期を半年後とした場合の分析結果は表-6の通り，

回帰係数が 0.15と正となり，正で有意となった．1年半

後の場合は，表-7の通り，p値が 0.54となり 0.05より大

きい値となったため，非有意となった． 

したがって，震災発生直後に破断していた一般道路リ

ンクは，IC からの距離が短いほど，半年後に修復され

やすい傾向にある．一方， 1年半後の一般道路リンク破

断有無に対しては，有意な効果がないといえる． 

このような結果となった理由として，1 年半後には既

に，一般道路の修復が，高速道路網の発達していない地

域も含め，地域全体でほぼ完了していたということが挙

げられる． 

 

(2) 道路種別分析結果考察 

対象時期を 1年半後とした場合の道路種別分析結果に

ついて，直轄国道では表-8の通り，p値が 0.11で 0.05よ

り大きい値となり，非有意となった．都道府県管理道路

では表-9の通り，回帰係数が0.15であり，正で有意とな

った．市町村管理道路では表-10 の通り，回帰係数が

0.06となり，同じく正で有意となった． 

したがって，IC から当該リンクまでの距離が短いほ

ど，震災直後に破断していた都道府県管理道路及び市町

村管理道路は，1 年半後に修復されやすいということが

示された．直轄国道に関しては，都道府県管理道路や市

町村管理道路よりも 1年半後の破断率が低く，一般道路

の復旧が全体に行き届いているといえるため，非有意と

いう結果が表れたのだと考えられる． 

 

(3) 総合考察 

上記結果から考えられる，総合的考察についてまとめ

る．一般道路通行実績については，当該リンクから IC

までの距離が近いほど，発災から半年後通行実績が回復

する傾向にあることが示唆された．また，発災から 1年

半後に関しても，比較的破断率が高い都道府県管理道路

及び市町村管理道路に関しては，通行実績が回復する傾

向にあると示された． 

表-7 ICからの距離と1年半後一般道路破断有無 

 

従属変数：一般道路の1年半後破断有無

非標準化偏回帰係数 標準誤差 ｚ値

定数項 -1.21 0.09 -13.81 0.00 ***

ICからの距離 0.01 0.02 0.61 0.54

リンク長 0.00 0.00 3.82 0.00 ***

隣接リンク数 -0.30 0.01 -21.28 0.00 ***

震度6以上 -0.15 0.03 -4.53 0.00 ***

田 0.09 0.05 1.78 0.07 .

その他の農用地 0.06 0.04 1.42 0.15

森林 0.17 0.05 3.72 0.00 ***

建物用地 -0.20 0.06 -3.24 0.00 **

道路 -0.10 0.05 -1.89 0.06 .

鉄道 -0.32 0.08 -4.27 0.00 ***

その他の用地 -0.09 0.04 -2.49 0.01 *

海浜 0.28 0.11 2.51 0.01 *

海水域 0.39 0.07 5.30 0.00 ***

都市地域 -0.06 0.04 -1.44 0.15

市街化区域 0.10 0.05 1.82 0.07 .

市街化調整区域 -0.28 0.06 -4.75 0.00 ***

その他用途地域 0.14 0.06 2.11 0.04 *

N=42997 .: p < .1; *: p < .05; **: p < .01; ***: p < .001

Cox-snellR
2値=0.02，Nagelkerke R

2値=0.05

ｐ値

表-9 ICからの距離と1年半後都道府県管理道路破断有無 

 

従属変数：都道府県管理道路の1年半後破断有無

非標準化偏回帰係数 標準誤差 ｚ値

定数項 -1.26 0.19 -6.58 0.00 ***

ICからの距離 0.15 0.04 3.68 0.00 ***

リンク長 0.00 0.00 4.60 0.00 ***

隣接リンク数 -0.40 0.03 -11.85 0.00 ***

震度6以上 -0.17 0.07 -2.44 0.01 *

田 0.16 0.10 1.56 0.12

森林 0.30 0.14 2.17 0.03 *

建物用地 -0.33 0.10 -3.48 0.00 ***

道路 -0.29 0.17 -1.72 0.09 .

その他の用地 -0.29 0.07 -4.08 0.00 ***

海水域 0.80 0.12 6.56 0.00 ***

ゴルフ場 -1.54 0.46 -3.34 0.00 ***

都市地域 -0.23 0.08 -2.77 0.01 **

市街化区域 -1.08 0.29 -3.69 0.00 ***

市街化調整区域 -0.72 0.18 -4.03 0.00 ***

N=11406 .: p < .1; *: p < .05; **: p < .01; ***: p < .001

Cox-snell R
2値=0.06，Nagelkerke R

2値=0.12

ｐ値

表-8 ICからの距離と1年半後直轄国道破断有無 

 

従属変数：直轄国道の1年半後破断有無

非標準化偏回帰係数 標準誤差 ｚ値

定数項 -0.01 0.48 -0.02 0.98

ICからの距離 -0.19 0.12 -1.58 0.11

リンク長 0.00 0.00 4.99 0.00 ***

隣接リンク数 -0.43 0.09 -4.65 0.00 ***

震度6以上 0.36 0.19 1.89 0.06 .

浸水域 -0.70 0.41 -1.70 0.09 .

田 0.34 0.23 1.49 0.14

森林 -1.24 0.33 -3.80 0.00 ***

荒地 -0.31 0.19 -1.63 0.10

建物用地 -1.27 0.23 -5.46 0.00 ***

道路 -0.67 0.33 -2.01 0.04 *

ゴルフ場 1.05 0.64 1.64 0.10

都市地域 -0.69 0.28 -2.47 0.01 *

その他用途地域 0.81 0.45 1.80 0.07 .

N=3308 .: p < .1; *: p < .05; **: p < .01; ***: p < .001

Cox-snell R
2値=0.04，Nagelkerke R

2値=0.15

ｐ値
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これは，高速道路網の充実が破断道路の回復速度に正

の傾向を与えることを示唆している．したがって，早期

復興に対し，高速道路網の充実性強化は有効であると考

察できる． 

 

 

5. 結論 

 

(1) 本研究のまとめ 

近い将来，日本で南海トラフ地震や首都直下地震とい

った巨大地震の発生する可能性は非常に高いとされてい

る．その上，東京一極集中等の経済集積化は，間接被害

の増加を促進させると推測でき，甚大な間接被害を受け

ることが予想される．間接被害を最小限に抑えるために

は，迅速に復興を完了させることが必要である．復興速

度を速める方法としては，高速道路網の強靱化が挙げら

れる．そこで本研究では，高速道路網を中心とした自動

車道路網が，震災後の社会活動の復興速度に与える効果

を検証した． 

具体的には，東日本大震災の実データを利用し，高速

道路網の充実を説明変数，復興速度を従属変数とした分

析を行った．復興速度は「一般道路通行実績の回復」で

それぞれ表現した． 

ロジスティック回帰分析を行った結果，IC から当該

一般道路リンクまでの距離がより短いほど，発災から半

年後通行実績が回復する傾向にあることが示され，発災

から 1年半後においても，都道府県管理道路及び市町村

管理道路では通行実績が回復する傾向にあることが示さ

れた． 

したがって，高速道路網が充実していると，道路網全

体が速く修復されるということが明らかとなった．以上

より，早期復興に対し，高速道路網の強靱化は有効であ

るという示唆が得られた． 

 

(2) 本研究による政策的示唆 

 本研究において，高速道路網の拡充は震災からの早期

復興に有効であるという結果が得られた．これを踏まえ

て，震災からの早期復興のために必要とされる政策的方

略について想定できることを述べる． 

高速道路網に関してこれまで行われてきた対策として

は，総延長約570kmの復興道路・復興支援道路整備があ

り，2021年 12月 18日に全線開通した 24)．しかし，震災

前に供用されていた道路はそのうちの約160kmであり，

その上多くが接続されておらず，震災後に，新規事業化

した224kmを含めた復興道路・復興支援道路整備が急速

に進められた 24)．つまり，震災に備えて事前に整備され

たというわけではない．事前に道路網を拡充し，震災発

生後にすぐ利用できるよう備えておくべきだろう． 

 

(3) 今後の課題 

本研究では，復興速度を速める方法として，道路網の

強靱化対策を取り上げ，高速道路網の充実が高いほど，

破断道路の回復速度が上がることを検証した．しかし，

道路網強靱化には高速道路網の拡充以外にも，沿線電柱

の地中化や，橋梁耐震化，道路車線数増加など幅広い手

法が存在し，それらの検証も必要である． 

また，分析に関しての課題として，全体的に Cox-snell 

R2値及び Nagelkerke R2値が小さい値となったことが挙げ

られる．モデルへの当てはまりが良好ではなく，投入し

た説明変数だけでは従属変数が十分説明できていないと

いえる．したがって，他にも復興速度に影響を与えると

考えられる説明変数を考え投入することや，復興速度の

指標（従属変数）を通行実績ではなく通行速度低下とす

ること，高速道路網の充実を表す説明変数を IC から当

該道路リンクまでの直線的な距離ではなく道のり及び移

動時間とすることといった改善をすべきである．さらに，

高速道路網が充実しているか否かを見極める上で，道路

へのアクセスが容易である地点にあることは，単にその

地点が都会であるといえるため，他の要因で復旧しやす

くなっている可能性がある．よって，その可能性をコン

トロールできる説明変数の検討が必要であるだろう． 

最後に，今後の展望としては，道路拡充施策が，復興

曲線（リカバリカーブ）に与える影響の政策感度を検討

することが考えられる．具体的には，震災後の道路破断

率を説明変数，GDP 回復度を従属変数とした分析を行

い，このデータをゾーン間の所要時間やゾーンの資産量

からGDPを推計できるモデルであるSCGEモデルに投入

表-10 ICからの距離と1年半後市町村管理道路破断有無 

 

従属変数：市町村管理道路の1年半後破断有無

非標準化偏回帰係数 標準誤差 ｚ値

定数項 -1.33 0.09 -14.31 0.00 ***

ICからの距離 0.06 0.03 2.04 0.04 *

リンク長 0.00 0.00 3.56 0.00 ***

隣接リンク数 -0.27 0.02 -17.81 0.00 ***

震度6以上 -0.24 0.04 -6.01 0.00 ***

田 0.12 0.05 2.15 0.03 *

その他の農用地 0.10 0.05 2.12 0.03 *

森林 0.25 0.05 5.20 0.00 ***

鉄道 -0.34 0.08 -4.17 0.00 ***

その他の用地 -0.09 0.05 -1.93 0.05 .

海浜 0.29 0.14 2.16 0.03 *

海水域 0.54 0.09 6.18 0.00 ***

都市地域 -0.10 0.05 -2.13 0.03 *

市街化調整区域 -0.21 0.06 -3.36 0.00 ***

N=28283 .: p < .1; *: p < .05; **: p < .01; ***: p < .001

Cox-snell R
2値=0.03，Nagelkerke R

2値=0.05

ｐ値
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することで，未来に起こりうる震災の被害推計の入力デ

ータに用いることも可能となるだろう． 
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THE IMPACT OF ENHANCING EXPRESSWAY NETWORKS 

ON THE SPEED OF RECUVERY AFTER LARGE EARTHQUAKES 

 

Mitsuki MAEKAWA, YuichiroKAWABATA and Satoshi FUJII 

 
Japan is likely to experience large earthquakes in the near future. In addition to direct damage to human 

lives and social capital, there is concern that Japan may suffer enormous indirect damage due to stagnation 

of economic activities after the earthquake. Faster recovery is required to minimize indirect damage. How-

ever, there is insufficient research on specific methods and their effects. This study examines the impact of 

enhancing expressway networks on the speed of recovery of social activities after the earthquake. We con-

ducted a logistic regression analysis of the effect of expressway accessibility on the recovery of general 
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road links that were broken by the earthquake using actual road traffic data after the Great East Japan 

Earthquake. The results indicate that there is a statistically significant trend toward recovery. Therefore it 

is suggested that the enhancing expressway networks is effective for the early recovery of road traffic after 

the earthquake. 
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